
論点等説明シート

担 当 局 初等中等教育局

事 業 名 理科教育等設備整備補助等

論 点 等

○目的を明確にし、より効果的に進めるための今後の実施方法の在り方

○アウトプット・アウトカムは、事業の目的と成果検証できるよう適切に設定され

ているか

1



事業番号 - - -

（ ）
事業名 理科教育等設備整備費補助等 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度 昭和29年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 21 0211

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度
以内）

科学的な思考力・判断力・表現力の育成のためには、理科教育における観察・実験の充実が不可欠であり、そのために観察・実験にかかる理科設備の充
実、観察・実験の指導に注力できる環境の整備等を目的とする。

教育課程課
教育課程課長
常盤木　祐一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
理科教育振興法（昭和28年法律第186号）第9条

関係する
計画、通知等

第3期教育振興基本計画（平成30年6月15日　閣議決定）
第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日
閣議決定）
統合イノベーション戦略2021（令和3年6月18日　閣議決定）

翌年度へ繰越し - -

- -

令和5年度要求

当初予算 1,911.8 1,911.8 1,911.8 1,911.8

補正予算 -

- -

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○理科教育振興法に基づいて、公・私立学校の設置者に対して、理科設備、算数・数学設備を整備するために必要な経費の一部を補助する。（補助率
1/2、沖縄にあっては3/4）
○公・私立学校の設置者に対して、小学校、中学校における理科の観察・実験に使用する設備の準備・調整等を行う補助員として、観察実験アシスタントを
配置するために必要な経費の一部を補助する。（補助率1/3）

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 1,817 1,863 1,831

計 1,911.8 1,911.8 1,911.8 1,911.8 0

予備費等 - -

予算
の状
況

前年度から繰越し

主な増減理由

理科教育設備整備費等補
助金

1,911.5 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

職員旅費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 97% 96%

執行率（％） 95% 97% 96%

0.2

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 1,911.8 0

活動内容
（アクティビ
ティ）

公・私立の小・中・高等学校等の設置者に対し、理科教育等設備の整備に要する経費の一部を補助

理科教育等設備整備の実
施

理科教育等設備整備費補
助の補助事業者数

活動実績 件 1,036 1,080

（理科教育等設備整備費補助）
X = 執行額 ／ Y = 補助事業者数

1,577,878 1,549,372 1,469,463 1,491,949

計算式

1,118

当初見込み 件 1,044 1,106 1,122 1,150

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 　円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

1,642,860,000/1,118 1,715,741,000/1,150

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　X / Y 1,634,682,000/1,036 1,673,322,000/1,080
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活動内容
（アクティビ
ティ）

公・私立の小・中学校等の設置者に対し、理科の補助員（観察アシスタント（PASEO））の配置に要する経費の一部を補助

活動内容
（アクティビ
ティ）

公・私立の小・中・高等学校等の設置者に対し、理科教育等設備の整備に要する経費の一部を補助【再掲】

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

-

各学校における理科の観
察・実験活動の充実
(理科室で観察や実験をす
る授業を週１回以上実施)

小学校で前年度に理科室
で観察や実験をする授業を
１クラス当たり「週１回以上
行った」と回答した学校の
割合（目標値は前回調査の
結果以上）

成果実績 ％ - -

達成度 ％ -

年度

- - 61.1

単位 令和元年度

令和3年度 4年度活動見込

当初見込み 件 1,044 1,106 1,122 1,150

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

理科教育等設備整備の実
施【再掲】

理科教育等設備整備費補
助の補助事業者数【再掲】

活動実績 件 1,036 1,080

4 年度 -

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

％ - -

活動目標 活動指標

％ -

1,118

中間目標 目標最終年度

187,674,000/215 195,796,000/224

（理科観察実験支援事業）
X = 執行額 ／ Y = 補助事業者数

単位当たり
コスト 　円 858,792 865,447 872,902 874,089

計算式

単位当たり
コスト

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 ％ -

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 - 年度

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

全国学力・学習状況調査　※3年ごとに理科を実施する際に調査を実施。（前回は平成30年度）本来、令和3年度に調査を予定していたが、中止
となったため、1年後倒しとなり、令和4年度に実施中。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

1,491,949

計算式 　X / Y 1,634,682,000/1,036 1,673,322,000/1,080 1,642,860,000/1,118 1,715,741,000/1,150

（理科教育等設備整備費補助）【再掲】
X = 執行額 ／ Y = 補助事業者数

単位当たり
コスト 　円 1,577,878 1,549,372 1,469,463

- -

目標値 64.6 -

各学校における理科の観
察・実験活動の充実
(理科室で観察や実験をす
る授業を週１回以上実施)

中学校で前年度に理科室
で観察や実験をする授業を
１クラス当たり「週１回以上
行った」と回答した学校の
割合（目標値は前回調査の
結果以上）

達成度 ％ - -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

4 年度 - 年度

- -

当初見込み 件 217 217 216 224

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

全国学力・学習状況調査　※3年ごとに理科を実施する際に調査を実施。（前回は平成30年度）本来、令和3年度に調査を予定していたが、中止
となったため、1年後倒しとなり、令和4年度に実施中。

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

　X / Y 182,064,000/212 186,071,000/215

215

5年度
活動見込

観察アシスタント（PASEO）
の配置

理科観察実験支援事業の
補助事業者数

活動実績 件 212 215

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

理科観察実験支援に関する実施状況調査（直近では平成29年度実施）※3年に1度の目安で調査を実施しているところ、令和2年度、令和3年度
については、新型コロナウイルス感染症の影響により、未実施。

- -

目標値 ％ - 98 -
各学校における観察実験
アシスタントを活用した活
動の充実

観察実験アシスタント配置
による、思考力等の向上、
関心・意欲の増加が見られ
た小中学校の割合

成果実績 ％ -

達成度

成果実績 ％ - -
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8-1 科学技術イノベーションを担う人材力の強化

活動内容
（アクティビ
ティ）

公・私立の小・中学校等の設置者に対し、理科の補助員（観察アシスタント（PASEO））の配置に要する経費の一部を補助【再掲】

874,089

217 217 216 224

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

計算式 　X / Y 182,064,000/212

件

観察アシスタント（PASEO）
の配置【再掲】

理科観察実験支援事業の
補助事業者数【再掲】

活動実績 件 212 215

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

186,071,000/215 187,674,000/215 195,796,000/224

（理科観察実験支援事業）【再掲】
X = 執行額 ／ Y = 補助事業者数

単位当たり
コスト 　円 858,792 865,447 872,902単位当たり

コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

215

当初見込み

目標最終年度

4 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- -

目標値 ％ - 89 -
各学校における観察実験
アシスタントを活用した活
動の充実

観察実験アシスタント配置
による、観察・実験回数の
増加が見られた小中学校
の割合

成果実績 ％ -

達成度 ％ -

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kanseisk02-000019646_8-
1.pdf

該当箇所 施策目標8-1-8

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表

2
0
2
1

取組
事項

分野： -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価
、

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 8　科学技術イノベーションの基盤的な力の強化

施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

支出先の選定にあたっては、十分な申請期間を確保したうえ
で公募を実施している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必

要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
科学に関する基礎的素養の向上が極めて重要であり、本事
業の目的は的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
理科教育等設備整備費補助は理科教育振興法により国が
支援することとなっている。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
理科教育振興法に基づく教育施策として、理数教育の根幹
をなすものであり、優先度が極めて高い事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
資金の支出については、事業計画書及び事業経費の費目・
使途の精査を行った上で契約を行うなど、真に必要なものに
限定されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

○ 経費の一部を補助するものであり妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
資金の支出については、事業計画書及び事業経費の費目・
使途の精査を行った上で契約を行うなど、効率的な事業実
施に努めており、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○ 実施主体に適切に資金が流れており合理的である。

- -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

理科観察実験支援に関する実施状況調査（直近では平成29年度実施）※3年に1度の目安で調査を実施しているところ、令和2年度、令和3年度
については、新型コロナウイルス感染症の影響により、未実施。

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標
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-

事業名事業番号

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
各事業年度ごとに各事業者から提出される事業実施計画書及び事業完了報告書等において、各事業者における支出先・使途を把握し、経費
の使用状況や事業目的との整合性について確認を行っている。また、必要に応じて個別に問い合わせて追加書類を求める等、各事業者におけ
る支出先・使途の把握に努めている。

改善の
方向性

引き続き補助金の効率的且つ適正な執行に努める。

平成24年度

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
事業申請において、参考となるQ＆Aを作成し効率化を図っ
ている。

理数教育充実のための人的・物的の両面にわたる総合的な
支援がなされており、学校において十分に活用されている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐
新型コロナウイルス感染症の影響により、調査が中止となっ
たため、成果指標を得られていないことから評価ができてい
ない。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
学校における理科教育の振興を行うべく、学校の設置者を対
象とした事業を実施しており、実効性の高い事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
活動実績は当初見込んだ件数に概ね達しており、見込みに
合わせた活動となっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

140

平成25年度 183

備考

○第3期教育振興基本計画（平成30年6月15日　閣議決定）
http://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/detail/1406127.htm

○第6期科学技術・イノベーション基本計画（平成28年1月22日閣議決定）
https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/6honbun.pdf

○統合イノベーション戦略2021（令和3年6月18日　閣議決定）
https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/togo2021_honbun.pdf

○平成28年度秋の年次公開検証における指摘事項
・事業の目的に沿った適切な成果目標を設定すべきである。
○対応状況の概要
・指摘を踏まえ、成果目標及び成果実績（アウトカム）を設定した。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 132

平成30年度 204

令和元年度

平成28年度 199

平成29年度 207

平成26年度 181

平成27年度 171

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0197

02102021 文科 20

文部科学省 0195
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※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.東京都 B.横浜市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金 理科教育設備整備費等補助金の支出 115 補助金 理科教育設備整備費等補助金の実施 59

C.沖縄県 D.公立大学法人兵庫県立大学

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 115 計 59

補助金 理科教育設備整備費等補助金の実施 23 補助金 理科教育設備整備費等補助金の実施 0.5

E.東京都 F. 横浜市

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 23 計 0.5

補助金 理科教育設備整備費等補助金の支出 37 補助金 理科教育設備整備費等補助金の実施 21

G.東京都 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 37 計 21

補助金 理科教育設備整備費等補助金の実施 1

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 1 計 0

文部科学省
１,８３１百万円

Ａ．理科教育等設備整備費補助

１，４３１百万円
４７都道府県教育委員会

Ｃ．理科教育等設備整備費補助
２１１百万円
４７都道府県教育委員会

Ｄ．理科教育等設備整備費補助
１百万円

１公立大学法人

Ｂ．理科教育等設備整備費補助：１，４３１百万円
市区町村教育委員会等 全１，０７３件

Ｇ．理科観察実験支援事業

１百万円

１都道府県教育委員会

Ｅ．理科観察実験支援事業

１８６百万円
３５都道府県教育委員会

Ｆ．理科観察実験支援事業：１８６百万円
市区町村教育委員会等 全２１４件

【公募・補助金等交付】

（理科教育設備整備費等補助事業に必要な経費を支出）

※法令等に基づき、国にかわって補助事業者への支出を行うもの

であり、都道府県において物品調達等は行っていない。

【公募・補助金等交付】 （市区町村立学校分・学校法人分）

（都道府県立学校分） （公立大学法人分）

（理科教育設備整備費等補助事業の実施）

（理科教育設備整備費等補助事業の実施）

（都道府県立学校分）

【公募・補助金等交付】

※法令等に基づき、国にかわって補助事業者への支出を行うもの

であり、都道府県において物品調達等は行っていない。

（理科観察実験支援事業に必要な経費を支出） （理科観察実験支援事業の実施）

（理科観察実験支援事業の実施）

（市区町村立学校分・学校法人分）【公募・補助金等交付】

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。
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支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- - -

3 神奈川県 1000020140007
理科教育設備整備費等補
助金の支出

97 補助金等交付 -

2 愛知県 1000020230006
理科教育設備整備費等補
助金の支出

112 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京都 8000020130001
理科教育設備整備費等補
助金の支出

115 補助金等交付 - - -

-

5 埼玉県 1000020110001
理科教育設備整備費等補
助金の支出

64 補助金等交付 - - -

- -

4 千葉県 4000020120006
理科教育設備整備費等補
助金の支出

65 補助金等交付 - -

- -

8 兵庫県 8000020280003
理科教育設備整備費等補
助金の支出

52 補助金等交付 - -

- - -

7 北海道 7000020010006
理科教育設備整備費等補
助金の支出

53 補助金等交付 -

6 沖縄県 1000020470007
理科教育設備整備費等補
助金の支出

55 補助金等交付

- - -10 長野県 1000020200000
理科教育設備整備費等補
助金の支出

43 補助金等交付

-

9 大阪府 4000020270008
理科教育設備整備費等補
助金の支出

47 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 横浜市 3000020141003
理科教育設備整備費等補
助金の実施

59 補助金等交付 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - -

4 京都市 2000020261009
理科教育設備整備費等補
助金の実施

18 補助金等交付 -

3 豊田市 5000020232114
理科教育設備整備費等補
助金の実施

23 補助金等交付

-

2 名古屋市 3000020231002
理科教育設備整備費等補
助金の実施

41 補助金等交付 - - -

-

6 札幌市 9000020011002
理科教育設備整備費等補
助金の実施

17 補助金等交付 - - -

- -

5 足立区 2000020131211
理科教育設備整備費等補
助金の実施

17 補助金等交付 - -

- -

9 那須塩原市 8000020092134
理科教育設備整備費等補
助金の実施

8 補助金等交付 - -

- - -

8 松本市 2000020202029
理科教育設備整備費等補
助金の実施

10 補助金等交付 -

7 神戸市 9000020281000
理科教育設備整備費等補
助金の実施

14 補助金等交付

-

10 長崎市 6000020422011
理科教育設備整備費等補
助金の実施

8 補助金等交付 - - -

- -

2 埼玉県 1000020110001
理科教育設備整備費等補
助金の実施

13 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 沖縄県 1000020470007
理科教育設備整備費等補
助金の実施

23 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- - -

5 岡山県 4000020330001
理科教育設備整備費等補
助金の実施

9 補助金等交付 -

4 岐阜県 4000020210005
理科教育設備整備費等補
助金の実施

9 補助金等交付

-

3 新潟県 5000020150002
理科教育設備整備費等補
助金の実施

9 補助金等交付 - - -

-

7 東京都 8000020130001
理科教育設備整備費等補
助金の実施

7 補助金等交付 - - -

- -

6 神奈川県 1000020140007
理科教育設備整備費等補
助金の実施

7 補助金等交付 - -

- -

10 長崎県 4000020420000
理科教育設備整備費等補
助金の実施

6 補助金等交付 - -

- - -

9 福岡県 6000020400009
理科教育設備整備費等補
助金の実施

6 補助金等交付 -

8 茨城県 2000020080004
理科教育設備整備費等補
助金の実施

6 補助金等交付

-
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D

E

F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

- - -1
公立大学法人兵庫
県立大学

4140005021197
理科教育設備整備費等補
助金の実施

0.5 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京都 8000020130001
理科教育設備整備費等補
助金の支出

37 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 埼玉県 1000020110001
理科教育設備整備費等補
助金の支出

12 補助金等交付 - -

- - -

3 千葉県 4000020120006
理科教育設備整備費等補
助金の支出

29 補助金等交付 -

2 神奈川県 1000020140007
理科教育設備整備費等補
助金の支出

33 補助金等交付

- - -

7 兵庫県 8000020280003
理科教育設備整備費等補
助金の支出

8 補助金等交付 -

6 静岡県 7000020220001
理科教育設備整備費等補
助金の支出

9 補助金等交付

-

5 大阪府 4000020270008
理科教育設備整備費等補
助金の支出

10 補助金等交付 - - -

-

9 京都府 2000020260002
理科教育設備整備費等補
助金の支出

6 補助金等交付 - - -

- -

8 茨城県 2000020080004
理科教育設備整備費等補
助金の支出

6 補助金等交付 - -

- - -10 栃木県 5000020090000
理科教育設備整備費等補
助金の支出

4 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

2 船橋市 6000020122041
理科教育設備整備費等補
助金の実施

11 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 横浜市 3000020141003
理科教育設備整備費等補
助金の実施

21 補助金等交付 - -

- -

5 大阪市 6000020271004
理科教育設備整備費等補
助金の実施

6 補助金等交付 - -

- - -

4 浜松市 3000020221309
理科教育設備整備費等補
助金の実施

6 補助金等交付 -

3 柏市 6000020122173
理科教育設備整備費等補
助金の実施

11 補助金等交付

- - -

8 杉並区 8000020131156
理科教育設備整備費等補
助金の実施

5 補助金等交付 -

7 京都市 2000020261009
理科教育設備整備費等補
助金の実施

5 補助金等交付

-

6 さいたま市 2000020111007
理科教育設備整備費等補
助金の実施

5 補助金等交付 - - -

-

10 川崎市 7000020141305
理科教育設備整備費等補
助金の実施

4 補助金等交付 - - -

- -

9 相模原市 1000020141500
理科教育設備整備費等補
助金の実施

5 補助金等交付 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 東京都 8000020130001
理科教育設備整備費等補
助金の実施

1 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -
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測定指標と目標値

・補助金を交付した補助事業者数
（R４年度見込：1,150）

・観察実験アシスタント配置校数
（R３年度：２，６４９校⇒R4年度：R３年度以上）

・補助金を交付した補助事業者数
（R４年度見込：224）

インパクト

KPI
④

KPI
③

KPI
①

KPI
②

・理科教育等設備の整備率

国民全体の科学に関するリテラシーの向上を図るために必要な基礎的な素養をすべての子供たちに育む。

課題

現状

（現状・課題を示す
データ）
・国際調査及び全国
学力学習状況調査
結果 （P17～19
参照）

・我が国の子供たちの理科関係の学力は、国際的に見て高水準である一方、理科に対する興味関心は中学校になると国際平均を大きく下回る。
・予想が確かめられた場合に得られる結果を見通して実験を構想すること(小学校)や、実験や条件制御などにおいて自分や他者の考えを検討して改善す
ること（中学校）などが課題がある。

・子供たちの興味関心を高めながら理科教育の充実を図るためには、いわゆる講義型の授業だけでなく、観察・実験を行いながら学習を進めることが不可
欠である。

・実験等に必要な設備は一定期間で老朽化するのが必然であり、適時に更新しなければならない。また、特に昨今のように学習指導要領の改訂時期に
は、新たな課題に対応した新しい設備等が必要になる。さらに、こうした観察実験は、昨今の教師の厳しい勤務環境の中で、学校によっては人的な面
からのサポートがない場合には、十分に実施できない可能性がある。

・こうした課題を解決するためには、自治体任せにせず、国が必要な自治体に補助しながら、観察、実験にかかる理科設備の充実を図るとともに、理科の観察、実験が確実に実施され
るよう人的なサポートも含めた支援を行う。

本事業の
目的

「理科教育等設備整備費補助等」ロジックモデル （R４年度予算額：１，９１２百万円）

（関連施策）
・各教科等担当
指導主事連絡協
議会の開催
・理科の学習指
導に関する映像
指導事例集等の
作成

・すべての学校におい
て、必要な設備が整備
され、必要なアシスタ
ントのサポートを受け、
理科を担当するすべて
の教員が授業において
積極的に観察・実験を
行うことができる環境
の構築

・観察実験アシスタントの配置により、教員が観察・実
験の指導に十分な時間を確保できたと回答した学校
の割合

KPI
⑤

インプット
（資源）

アクティビティ（活動内容） 中期アウトカム
（成果目標）

初期アウトカム
（成果目標）

アウトプット（活動目標）

【理科教育等設
備整備費補助
等事業】
Ｒ４年度予算要
求額
総額
１，９１２千円
対象予定件数
１，３７４件

・「理科教育振興法」に基
づいて、公・私立の小・中・
高等学校等の設置者に対
し、理科教育等設備の整
備に要する経費の一部を
補助

・公・私立の小・中学校等
の設置者に対して、理科
の補助員（観察実験アシス
タント（PASEO））の配置
に要する経費の一部を補
助

・理科教育等設備整備
費補助金の補助事業者
数の増加による各学校
における学習指導要領
に対応した理科教育設
備の整備

・理科観察実験支援事業
補助金の補助事業者数の
増加による各学校におけ
る観察、実験の準備、補
助等を行う観察実験
アシスタントの配置

・観察実験アシスタント
の配置校数の増加

・観察・実験を行う物的
環境の継続的な整備
（学習指導要領の実施
ために最低限整備が必
要な設備を中心に整備
（設備の更新も含む） ）

長期アウトカム
（成果目標）

KPI
①

KPI
②

KPI
④⑤

KPI
③

・観察・実験を行う物
的環境の継続的な整
備（学習指導要領を
実施するために通常
必要な設備の整備
（設備の更新も含
む））

・各学校における観
察・実験実施体制の
充実

KPI
③

KPI
④⑤

KPI
⑥

KPI
⑥

・観察や実験をする授業を１クラスあたり「週１回以上
行った」学校の割合（H３０年 小６１．１％ 中６４．６％
⇒R４ H30年以上⇒次期全国学力・学習状況調査実
施時 R4年以上）
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理数教育充実のための総合的な支援

○科学技術の成果が社会全体の隅々にまで活用されるようになっている今日、国民一人一人の科学に関する基礎
的素養の向上が喫緊の課題である。加えて、知識基盤社会における我が国の科学技術イノベーションの創出につな
がる、次代の科学技術を担う人材を育成するためには、初等中等教育段階からの理数教育の充実が極めて重要。
○国際調査・全国学力学習状況調査等からは、「我が国の理数関係の学力は、国際的に見て高水準であるもの
の、児童生徒の理数に対する興味・関心に課題がある」等の結果が見られるため、理数科目に対する子供たちの興
味・関心を高めていくための教育の推進が必要。
○平成３０年４月実施の全国学力・学習状況調査の理科の結果においては、観察・実験の結果などを比較・分
析した上で規則性を見いだすことや、観察・実験の結果に基づいて自分の考えを検討して改善することなどが課題と
なっており、観察・実験活動を重視した新学習指導要領における理数教育をより一層充実させていくための環境整
備の推進が急務。

背景説明

科学的な思考力、判断力、表現
力等の育成のためには、理科教
育における観察、実験の充実が不
可欠であり、そのために観察、実
験にかかる理科設備の充実を図
るとともに、理科の観察・実験の充
実及び指導に注力できる環境の
整備等の物的・人的の両面にわ
たる総合的な支援を目的とする。

目的・目標

事業内容 1

理科教育設備整備費補助【1,716百万円】
（国庫補助事業：理科教育設備整備費等補助金）

「理科教育振興法」に基づいて、公・私立の小・中・高等学校等の設置者
に対して、理科教育等設備の整備に要する経費の一部を補助

観察、実験を充実させることにより、児童生徒の科学的な思考力、判断力、表現力等の資質・能力の育成を図る。
成果、事業を実施して、

期待される効果

理科教育設備の整備

事業内容 ２

理科観察実験支援事業【196百万円】
（国庫補助事業：理科教育設備整備費等補助金）

公・私立の小・中学校等の設置者に対して、理科の補助員（観察実験ア
シスタント（PASEO）の配置に要する経費の一部を補助。

理科教育における観察・実験の支援

物的支援 人的支援

小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む）、高等学
校（中等教育学校の後期課程を含む）及び特別支援学校

対象
校種

地方公共団体、学校法人実施主体

1／2（沖縄 3／4）補助割合

小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む）、高等学
校（中等教育学校の後期課程を含む）及び特別支援学校にお
ける理数教育のための設備を整備するために必要な経費

補助対象
経費

小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む）、特別支
援学校（小学部及び中学部）

対象
校種

地方公共団体、学校法人実施主体

補助割合

小学校、中学校（中等教育学校の前期課程を含む）における理
科の観察・実験の支援等を行う補助員（観察実験アシスタント
(PASEO）の配置にかかる経費

補助対象
経費

1／３

令和4年度予算額 1,912百万円
(前年度予算額 1,912百万円）
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理科教育振興法（抜粋）（昭和二十八年八月八日法律第百八十六号）

第三章 国の補助
（国の補助）
第九条 国は、公立又は私立の学校の設置者が、次に掲げる設備であつて、審
議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する
機関をいう。）で政令で定めるものの議を経て政令で定める基準に達してい
ないものについて、これを当該基準にまで高めようとする場合においては、
これに要する経費の二分の一を、当該学校の設置者に対し、予算の範囲内に
おいて補助する。
一 小学校、中学校又は高等学校における理科教育のための設備（算数又は
数学に関する教育のための設備にあつては、標準的なものとして備えられ
るべき教材以外のもので、当該教育のため特に必要なものとする。）
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「理科教育のための設備の基準に関する細目を定める省令」及び「理科教育設備整備費等補助金交付要綱」の一部改正
○「理科教育振興法」に基づく理科教育のための設備整備の支援については、「理科教育のための設備の基準に関する細目を定める省令」（以下
「省令」という。）等において支援対象となる設備の基準（品目・数量）を規定するとともに、「理科教育設備整備費等補助金交付要綱」（以
下「交付要綱」という。）において、「品目」毎の「例示品名」等を定めているところ。

○令和２年度から小学校及び特別支援学校小学部、令和３年度から中学校及び特別支援学校中学部、令和４年度から高等学校及び特別
支援学校高等部※において、新学習指導要領が実施されることから、新学習指導要領の趣旨・内容に沿った指導を各学校において適切に実施
できるよう、省令及び交付要綱を一部改正。 ※高等学校等は令和４年度から学年進行で実施

○省令等の一部改正にあたっては、省内に「理科教育等設備基準改訂のための検討会」を設置して、設備の基準の見直し等について検討し、平成
31年４月に小中学校、特別支援学校小中学部分、令和3年5月に高等学校、特別支援学校高等部分について取りまとめ。

○小学校理科
・第３学年の内容として「音の性質」が追加されたことに伴い、品目に「音の学習用具」、その例示品名として「おんさ」を追加。
・第６学年の「電気の利用」にプログラミングの体験が例示されたことに伴い、「電気の学習用具」の例示品名として「電気の利用プログラミング学習セット」を追加。
○小学校算数
・領域構成の見直しに伴い、品目を削除・追加・変更し、例示品名を再整理。

新 現行

Ａ数と計算
Ｂ図形
Ｃ測定
Ｄデータの活用

Ａ数と計算
Ｂ量と測定
Ｃ図形
Ｄ数量関係

新 現行

Ａ数と計算
Ｂ図形
Ｃ変化と関係
Ｄデータの活用

Ａ数と計算
Ｂ量と測定
Ｃ図形
Ｄ数量関係

小学校高学年
（実験実習器具）
削除：「量と測定実験実習器具」
追加：「測定実験実習器具」

「変化と関係実験実習器」
変更：「数量関係実験実習器具」

→「データの活用実験実習器具」

理科教育振興法に基づく理科教育設備整備費等補助金について

新学習指導要領に対応した主な品目及び例示品名

小学校低学年
【小学校算数における領域構成の見直し】

（提示説明器具）
削除：「量と測定説明器具」
追加：「測定説明器具」

「変化と関係説明器具」
変更：「数量関係説明器具」

→「データの活用説明器具」

○中学校理科
・第２学年の「原子・分子」において「元素」等に関する内容が充実されたことに伴い、「原子の構成の学習用具」の例示品名として「実物元素周期表」を追加。
・第３学年の「化学変化と電池」にダニエル電池が例示されたことに伴い、「物質とその変化の実験用具」の例示品名として「電池実験セット」を追加。

○特別支援学校においても、小・中・高の理科や算数・数学と同様の考え方に基づき、新学習指導要領に対応した品目等に見直し。

○高等学校理科
・熱の性質とその利用について、日常と関連付けて理解するための学習を重視することに伴い、「温度測定用具」の例示品名として、「赤外線
サーモグラフィ」を追加。
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１事業の趣旨
小学校（義務教育学校の前期課程を含む）及び中学校（義務教育学校の後期課程及び中等教育学校の前期課程を含む）並びに特別支援

学校の小学部及び中学部（以下、小学校・中学校等という。）における理科の観察・実験に使用する設備の準備・調整等を行う補助員と
して、観察実験アシスタント(PASEO: Preparation Assistant for Scientific Experiments and Observations)を配置する。

２実施主体
本事業の実施主体は、小学校・中学校等を設置している地方公共団体、公立大学法人又は学校法人（以下、設置者という。）とする。

３観察実験アシスタント
（１）定義
大学（院）生、退職教員、研究機関・企業等の研究者・技術者（退職者を含む）、地域人材などのうち、（２）の職務に堪えうると設

置者が認めて雇用又は委嘱する者とする。

（２）職務の内容
本事業では、小学校・中学校等における理科の観察・実験活動の充実を図るため、設置者及び配置された学校の指示の下、観察実験ア

シスタントは次の内容について支援を実施することとし、①及び②については必須とする。なお、観察実験アシスタントは教員ではない
ので、児童生徒に対し、教員に代わって教科の教育を施すものではないので注意すること。

①理科室及び理科準備室などの理科教育に使用する特別教室（以下、理科室等という。）の環境整備
②理科の観察・実験活動に係る準備、調整、片付け
（例）・観察・実験活動に使用する設備等の準備、調整、片付け

・観察・実験活動に使用する試薬等の調整、調合
③その他、理科の観察・実験活動の充実に資すること
④観察実験アシスタントの配置調整、職務能率や安全の確保等のための情報交換、会議等への参加

理科観察実験支援事業実施要領（抜粋）

13



理科教育等設備整備費補助等事業の流れ
市町村立学校の場合

文
部
科
学
省

市
町
村

（
補
助
事
業
者
）

都
道
府
県

①

① 事業募集（募集期間…例年４月～５月頃、おおよそ１～２か月程度）※前年度中に交付内定を実施
② 市町村において事業計画書を作成、都道府県を通じて提出
③ 事業計画書の内容確認（設備：当該年度までの整備額が１校あたりの基準金額を超えていないか、高額設備の内容

等確認、PASEO：職務内容、配置経費の等確認）
④ 予算の範囲内で交付決定手続き（例年５月～６月事業の事前着手は対象外）
⑤ 市町村が設置する学校において理科教育等設備の整備、観察実験アシスタントの配置を実施
⑥ 事業の完了後、実績報告書提出
⑦ 実績報告書の内容確認（補助対象内外経費等確認）
⑧ 額の確定
⑨ 額の確定報告
⑩ 補助金の支払い

②
③

④

⑥

⑤

⑦
⑧

⑨

⑩
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理科教育等設備整備費補助等事業の流れ

都道府県立学校の場合

文
部
科
学
省

都
道
府
県

（
補
助
事
業
者
）

①

① 事業募集（募集期間…例年４月～５月頃、おおよそ１～２か月程度）※前年度中に交付内定を実施
② 事業計画書を作成、提出
③ 事業計画書の内容確認（設備：当該年度までの整備額が１校あたりの基準金額を超えていないか、高額設備の内容

等確認、PASEO：職務内容、配置経費の等確認）
④ 予算の範囲内で交付決定手続き（例年５月～６月事業の事前着手は対象外）
⑤ 都道府県が設置する学校において理科教育等設備の整備、観察実験アシスタントの配置を実施
⑥ 事業の完了後、実績報告書提出
⑦ 実績報告書の内容確認（補助対象内外経費等確認）
⑧ 額の確定、補助金の支払い

②
③

④

⑥
⑤

⑦
⑧
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活用人材 主な活用例 主な効果

退職教員 ・実験の準備・片付け
・実験中の補助

・観察・実験に十分な時間を確保できた
・アシスタントが子供の動きや様子に応じて補助を行
い、より安全に観察・実験を行うことができた。

地域人材 ・実験の準備・片付け ・実験の実施回数が増加

地域人材 ・実験の準備・片付け
・実験中の補助

・観察・実験中に、子供たちへの声かけを行うことで、
学習内容の確実な定着と安全な学習活動につながった。

大学生 ・実験の準備・片付け
・実験中の補助

・子供たちと年齢の近い学生が補助に入ることで、子
供たちがより実験に親しみを持ち、かつ、細やかな指
導が可能となった。

退職教員 ・実験の準備・片付け
・教材作成

・準備・片付けに要する時間が減ったことにより、教
員が観察・実験をより重視するようになった。

研究機関・
企業の研究者
地域人材

・実験の準備・片付け
・実験中の補助

・実験のアドバイスをしてもらうことで、より子供た
ちの興味・関心を高める観察・実験が可能となった。

退職教員 ・実験の準備・片付け ・十分に準備を行うことができるため、子供がスムー
ズに実験に取り組むことができた。

観察実験アシスタント（PASEO）の活用事例とその効果
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OECD 生徒の学習到達度調査2018年調査（PISA2018）のポイント

平均得点及び順位の推移

OECD（経済協力開発機構）の生徒の学習到達度調査（PISA）は、義務教育修了段階の15歳児を対象に、

2000年から3年ごとに、読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの3分野で実施（2018年調査は読解

力が中心分野）。平均得点は経年比較可能な設計。前回2015年調査からコンピュータ使用型調査に移行。

日本は、高校1年相当学年が対象で、2018年調査は、同年6～8月に実施。

※各リテラシーが初めて中心分野（重点的に調査する分野）となった回（読解力は2000年、数学的リテラシーは2003年、科学的リテラシーは2006年）のOECD平均500点を基準値
として、得点を換算。数学的リテラシー、科学的リテラシーは経年比較可能な調査回以降の結果を掲載。中心分野の年はマークを大きくしている。

※2015年調査はコンピュータ使用型調査への移行に伴い、尺度化・得点化の方法の変更等があったため、2012年と2015年の間には波線を表示している。
※順位の範囲とは、統計的に考えられる平均得点の上位及び下位の順位を示したもの。

（平均得点）

（調査実施年）

凡例
平均得点

OECD加盟国中の順位
〔順位の範囲〕

結果概要

1

文部科学省・国立教育政策研究所
令和元年12月3日

◆読解力の問題で、日本の生徒の正答率が比較的低かった問題には、テキストから情報を探し出

す問題や、テキストの質と信ぴょう性を評価する問題などがあった。

◆読解力の自由記述形式の問題において、自分の考えを他者に伝わるように根拠を示して説明

することに、引き続き、課題がある。

◆生徒質問調査から、日本の生徒は「読書は、大好きな趣味の一つだ」と答える生徒の割合が

OECD平均より高いなど、読書を肯定的にとらえる傾向がある。また、こうした生徒ほど読解力の

得点が高い傾向にある。

三
分
野

読
解
力

質
問
調
査

◆数学的リテラシー及び科学的リテラシーは、引き続き世界トップレベル。調査開始以降の長期トレン

ドとしても、安定的に世界トップレベルを維持しているとOECDが分析。

◆読解力は、OECD平均より高得点のグループに位置するが、前回より平均得点・順位が統計的に

有意に低下。長期トレンドとしては、統計的に有意な変化が見られない「平坦」タイプとOECDが分析。

◆社会経済文化的背景の水準が低い生徒群ほど、習熟度レベルの低い生徒の割合が多い傾向は、

他のOECD加盟国と同様に見られた。

◆生徒のICTの活用状況については、日本は、学校の授業での利用時間が短い。また、学校外では

多様な用途で利用しているものの、チャットやゲームに偏っている傾向がある。

＜日本の結果＞

＜PISA2018について＞

17



我が国の質問紙調査の結果（理科）

○小学校において、理科の「勉強は楽しい・得意だ」と答えた児童の割合は増
加しており、引き続き、国際平均より上回っている。

○中学校において、「理科を勉強すると、日常生活に役立つ」「理科を使うこと
が含まれる職業につきたい」と答えた生徒の割合は、前回調査より増加して
いるが、国際平均より下回っている。

○いずれにおいても、肯定的な回答と平均得点の高さについては、正の関連
が見られた。

●各質問項目の肯定的回答の変化

理科の勉強は楽しい 理科は得意だ

※実際の質問項目は「わたしは理科が苦手だ／理科は私の得意な教科ではない」で
あり、この質問に対して 「まったくそう思わない」「そう思わない」と答えた児童生徒の
割合をグラフにしている。
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※数値は「強くそう思う」「そう思う」と回答した児童生徒の小数点第１位までの割合を合計し、さらにその小数点第１位を四捨五入したもの。
※国際平均については、調査参加国・地域が毎回異なる点に留意する必要がある。
※質問紙調査は1995年から実施されているが、項目の変化等により経年で比較できるのは2003年以降（「理科を使うことが含まれる職業につきたい」は2011年以降）の調査結果になる。

5
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野鳥のひなの様子を観察するための適切な方法を選ぶ
設問 【１（1）】82.1％

 より妥当な考えをつくりだすために,実験結果
を基に分析して考察し,その内容を記述するこ
とに課題がある。 （別紙P.56～57）

一度に流す水の量と棒の様子との関係から,大雨が
降って流れる水の量が増えたときの地面の削られ方を
選び,選んだわけを書く設問 【２（3）】20.2％

 予想が確かめられた場合に得られる結果を見通
して実験を構想したり,実験結果を基により妥
当な考えに改善し,その内容を記述することに
課題がある。 （別紙P.58～62）

流れる水の働きによる土地の侵食について,自分の考
えと異なる他者の予想を基に,斜面に水を流したときの
立てた棒の様子を選ぶ設問 【２（2）】55.5％

 観察,実験の結果を整理し分析して考察すること

はできている。

 観察・実験の結果を整理し分析して考察した内

容を記述することや,予想が確かめられた場合に

得られる結果を見通して実験を構想したり,実験

結果を基により妥当な考えに改善し,その内容を

記述することに課題がある。

ろ過後の溶液に砂が混じっている状況に着目しながら,
誤った操作に気付き,適切に操作する方法を選ぶ設問

【４（1）】71.2％

回路を流れる電流の流れ方について,自分の考えと異
なる他者の予想を基に,検流計の針の向きと目盛りを選
ぶ設問 【３（２）】47.9％

食塩水を熱したときの食塩の蒸発について,実験を通し
て導きだす結論を書く設問 【４（4）】36.0％

 安全に留意し,生物を愛護する態度をもった解
決方法を構想することはできている。

（別紙P.53）

 適切な実験技能の理解として,ろ過の適切な操
作技能の定着に改善の傾向が見られる。

（別紙P.54）

海水と水道水を区別するために,２つの異なる実験方
法から得られた結果を基に判断した内容を選ぶ設問

【４（２）】89.4％

 より妥当な考えをつくりだすために,２つの異
なる方法の実験結果を分析して考察することは,
できている。 （別紙P.55）

回路を流れる電流の向きと大きさについて,実験結果か
ら考え直した内容を選ぶ設問 【３（3）】59.6％

小学校理科 中学校理科

 軟体動物を指摘すること,物質を原子の記号で表
すこと,植物の蒸散を指摘することはできている。

（別紙P.63～66）

軟体動物の適切な組合せを選択する設問
【２(１)】86.2％

アルミニウムを原子の記号で表す設問 【８(1)】83.7％
水蒸気が植物から出る働きの名称を選択する設問

【9（1）】88.1％

 習得した知識・技能を活用して,観察・実験の結
果を分析して解釈することには改善が見られる。

（別紙P.67～69）
結果を分析して解釈し,課題に正対した考察を記述し
た空欄に適切な言葉を選択する設問 【２(３)】80.0％

【６(3)】91.5％

 特定の質量パーセント濃度における水溶液の溶
質の質量と水の質量を求めることに依然として
課題がある。 （別紙P.70）
質量パーセント濃度が3.0％の食塩水を選択する設問

【２（2）】47.3％

 広域の気象情報と観測者が捉える気象現象とを
関連付け,空間と方位,時間の観点から気象現象を
捉えることに課題がある。 （別紙P.71）

台風と自宅の位置から風向を考え,南に向いたときに
観測される風向を選択する設問 【３（1）】37.8％

 実験や条件制御などにおいて,自分や他者の考え
を検討して改善することに課題がある。

（別紙P.72～75）

【新たな実験】で明るさに伴って変わってしまう条件を
記述する設問 【２（4）】61.9％
考察を条件制御の視点から見直し,空欄に適切な言葉
を記述する設問 【３（3）】52.8％
化学変化をモデルで表した式を検討して改善し,適切
な酸素のモデルを記述する設問 【４（3）】50.0％

 自然の事物・現象に含まれる要因を抽出して整
理し,条件を制御して実験を計画することに課題
がある。 （別紙P.76～78）

炎の色と金網につくススの量を調べる実験において,変
えない条件を記述する設問 【４（2）】44.5％
植物の蒸散以外で,容器中の湿度を上げる原因を記述
する設問 【９（2）】19.8％

4

 習得した知識・技能を活用して,観察・実験の結
果を分析して解釈することには改善が見られ
る。

 実験や条件制御などにおいて,自分や他者の考え

を検討して改善することに課題がある。

 自然の事物・現象に含まれる要因を抽出して整

理し,条件を制御して実験を計画することに課題

がある。
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Ｒ3年度事業番号 0210

初等中等教育

局

政策

8

施策 ※令和３年度事前分析表より転記

8-1

施策の概要

達成目標１

達成目標２

事業 ※令和３年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

定量的な

成果目標

成果指標

定量的な

成果目標

成果指標

定量的な

成果目標

成果指標

定量的な

成果目標

成果指標

（１）

（２）

本事業の成果

と上位施策と

の関係

アウトプット

理科教育等設備整備費補助の補助事業者数

理科観察実験支援事業の補助事業者数

科学的な思考力・判断力・表現力の育成のためには、理科教育における観察・実験の充実が不可欠であり、観察や実験をする授業が

十分に行えるように観察・実験にかかる理科設備の充実、観察・実験の指導に注力できる環境の整備等を通じて、科学技術関係人材

の育成に資する。

観察実験アシスタント配置による、観察・実験回数の増加が見られた小中学校の割合

アウトカム

①

各学校における理科の観察・実験活動の充実

小学校で前年度に理科室で観察や実験をする授業を１クラス当たり「週１回以上行った」と回答した学校の

割合（目標値は前回調査の結果以上）

④

各学校における観察実験アシスタントを活用した活動の充実

③

各学校における観察実験アシスタントを活用した活動の充実

観察実験アシスタント配置による、思考力等の向上、関心・意欲の増加が見られた小中学校の割合

②

各学校における理科の観察・実験活動の充実

中学校で前年度に理科室で観察や実験をする授業を１クラス当たり「週１回以上行った」と回答した学校の

割合（目標値は前回調査の結果以上）

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

理科教育等設備整備費補助等

科学的な思考力・判断力・表現力の育成のためには、理科教育における観察・実験の充実が不可欠であり、そのために観察・実験にかかる理科
設備の充実、観察・実験の指導に注力できる環境の整備等を目的とする。

○理科教育振興法に基づいて、公・私立学校の設置者に対して、理科設備、算数・数学設備を整備するために必要な経費の一部を補助する。
（補助率1/2、沖縄にあっては3/4）
○公・私立学校の設置者に対して、小学校、中学校における理科の観察・実験に使用する設備の準備・調整等を行う補助員として、観察実験ア
シスタントを配置するために必要な経費の一部を補助する。（補助率1/3）

政策目標 知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

概要
科学技術・イノベーションを支える人材の質向上と能力発揮を促すとともに、イノベーションの源である多様で卓越した知を生み出す基盤の強化、

研究のデジタルトランスフォーメーション（DX)を推進する。

政策・施策・事業整理票

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

施策目標 科学技術・イノベーションを担う人材力の強化

天然資源に乏しい我が国にとって、科学技術と人材こそが唯一の資源である。未来を創る若手研究者等の支援の強化を図るため、自

立的な研究環境の整備、若手研究者等が能力を発揮できる環境整備を支援するとともに、理数分野において優れた素質を持つ児童生

徒を発掘して、その能力を伸ばすための取組を推進する。

博士後期課程学生を含む若手研究者や研究支援人材、女性研究者など、科学技術イノベーションを担う多様な人材が育成され、活躍

できる環境が整備される。

初等中等教育及び大学教育段階を通じて、次代の科学技術イノベーションを担う人材の育成を図り、その能力・才能の伸長を促すと

ともに、理数好きの児童生徒及び女子生徒の理工系進路選択の拡大を図る。
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